
３．路上工事縮減に関するその他の検討状況
について

平成17年３月１５日

第６回　ユーザーの視点に立った道路工事マネジメントの改善委員会
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１．Ｈ１６年度に実施した広報活動の概要

　アドカード（車内広告）、ステッカータクシー

　区広報紙（文京、台東、墨田、大田、豊島、板橋、練馬の各区）行政広報誌

　車内広告（丸の内線、銀座線、日比谷線の全車両）地下鉄

　窓上広告（都営バス全線）バス

　ＪＲ線及び営団線の主要駅駅張ポスター

　Ｗｅｂ広告（ｇｏｏ、ｉｎｆｏｓｅｅｋ、ＯＣＮ、ＧＩＢＬＯＢＥ）ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

　ＡＭ　２局　、　地域ＦＭ　１局ラジオＣＭ

　東京ローカル　１局ＴＶ

新聞報道

雑誌報道

テレビ報道

ラジオ報道

新聞広告

　延べ５３紙　

　延べ１３紙　　　　　延べ８１件

　延べ０５件　　　　　　　　　　　　　　　　　（　※Ｈ１５年度　：　延べ３５件　）

　延べ１０件

○報道分野で
の掲出実績

　７段（23区版）、１５段（1都８県版）○広告掲載等
広報活動

Ｈ１６年度

Ⅰ．路上工事広報活動について

【　広報活動の概要　】 ※赤字は平成16年度の新規の取り組み活動

○昨年度に引き続き、年度を通じての広報活動を展開。
○報道分野での掲出は、昨年度を大きく上回る。（延べ３５件→８１件）
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２．「不人気投票」の報道状況からみた効果把握

○全国の新聞等で「不人気投票」を紹介。
○特に「不人気投票」への取り組みはユニークな試み、 と雑誌、テレビ、ラジオで紹介。
○一部メディアでは効果やコストを問う報道も。

Ⅰ．路上工事広報活動について

・「不人気投票で上位になっても中止や期間短縮は難しい」「渋滞の原因は工事ばかりではない」と工事
関係者から戸惑いの声。ハイヤー運転手は「実感として全然工事が減った感じがしない」。
・あるジャーナリストは「工事で渋滞をつくり、投票にもお金をかける。こうした無駄遣い無くさないと不満
は減らない。」と指摘。

都内道路工事の不人気投
票　イライラ減らし無駄遣
い見直せ

東京新聞
平成17年
２月１７日

・道路工事に対する苦情・批判を広く受け付けて、工事方法を変えようとする取組みを国が行っている。
・国道２０号線の歩道橋工事では、工事規制時間の改善、防音シートの設置、工事説明看板の設置等
の対応をしている。

おはよう日本ＮＨＫ

平成17年
３月８日
07:58～
（03’00”）

・国交省は、「不人気投票」をＨＰ上でスタートさせた。
・投票結果は、道路局のＨＰで公開されるほか、路上工事の縮減や改善に役立てられる。

道路工事への不満を国交
省のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞにバンバン
投票しよう！

ｄｒｉｖｅｒ
平成17年
１月２０日号

・国交省は、路上工事に対して、利用者が不満を表明できるシステムを導入した。
・１１月２７日から１週間の結果より、利用者から不満の多かった工事について関係者に通知した。苦情
の多かった首都高については早急に是正措置をとる。

ＮＡＣＫ　ＡＦＴＥＲ５
ＮＡＣＫ５
（FM）

１２月１６日
17:29～
（08’36）

・不人気ランキングは国道だけで、本当の不人気工事がわからないのでは。
・番組のタクシードライバー１００人へのアンケートでは、ワースト５は都道であった。
・不人気投票を実施するならば、都道を含む全ての道路で調べるべき。

スーパーＪチャンネル
テレビ朝
日

１２月７日
18:16～
（12’24）

・東京２３区の直轄国道を対象にＨＰを使った不人気投票を実施する。
・工事現場の看板に問合せ番号を付け、路上工事に関する情報を広く知らせる。
・投票結果は１週間ごとにワースト５位を公表する。

国道工事ワースト投票朝日新聞１１月１９日

概要タイトル
メディ
ア

日付
(時間)

【　報道状況（例）　】
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３．問合せ番号、路上工事不人気投票について

○不人気投票のＰＲ活動は、モニターの約６割が気づき。
○記憶に残った媒体は、新聞・雑誌とラジオ。

不人気投票のPR活動について（全体）

はい、気が
つきました
57%

いいえ、気
がつきませ
んでした
43%

n＝107

一般 n＝57 事業者 n＝14

設問：

問い合わせ番号や不人気投票のPR活動で印象に残った媒体は？

Ⅰ．路上工事広報活動について

記憶に残ったPR媒体

11%

33%

11%

18%

11%

68%

21%

0%

11%

29%

14%

29%

21%

64%

29%

7%

0%

21%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

タクシー車内広告

地下鉄広告

都バス広告

TV番組

ラジオ

新聞・雑誌

インターネット

その他

特に印象に残っていない

一般

事業者

一般　n＝57 事業者　n＝14



Ⅱ．委員会ホームページについて
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１．委員会ホームページの現況

○トップページから、以下のコンテンツへアク
セスができるように設定。

・委員会の概要
・路上工事縮減施策の紹介
・ユーザーの視点に立った道路工事マネジメ
ントの改善について　～外部評価に基づく
工事とその影響の縮減～　　提言
・平成１５年度達成度報告書／平成１６年度
業績 計画書
・全国の路上工事情報
・毎月の路上工事時間
・問合せ番号・不人気投票
・路上工事縮減に関する記者発表

【　トップページ　】

Ⅱ．委員会ホームページについて
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２．委員会ホームページへのアクセス状況

○アクセス数（ページビュー数）は、毎週1000件前後を推移。
○９月には新聞報道もあり、約１万２千件のアクセスを記録。
○それ以降は、毎週2,000件前後で推移。

【　委員会サイト（全ページ）の週間アクセス数（ページビュー）の推移　】

Ⅱ．委員会ホームページについて
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「道路行政の
達成度報告・
業績計画書」
の策定につ
いて
記者発表

(6/30)

「不人気投
票開始の告
知」

(8/10)

「路上工事
の不満はコ
チラ　ネット
で「不人気
投票」　国交
省が受け付
け」
新聞報道

(9/24)

「全国の毎
月の路上
工事時間
の公表を
開始します」
記者発表
(10/01)

「問合せ番
号」「不人
気投票」開
始大臣会
見

(11/19)

「問合せ番号」
「不人気投票」
開始後２ヶ月
間の中間集
計
記者発表

(2/10)



9

３．委員会ホームページに寄せられた主な意見

○平成16年4月～平成17年1月の期間で、委員会ホームページに寄せられた主な意見は以下
のとおり。

意見例件数項目

・路上工事革命「改革の５本の柱」に改革の兆しを感じる。しかし、現場の施工者、施
主である自治体は変わっていない。
・ 国が調整役となり、道路を100年はいじらなくて良い計画づくりを行なって欲しい。

20件(7)その他

・工事に対して、渋滞の程度に応じた環境税的なものを課金してはどうか。1件(6)改善方法（制度等）

・ 路上工事番号（問合せ番号）が長すぎる。
・ 夜間工事について説明のための訪問を受けた点は評価できるが、もう少し早くして
欲しい。

3件(5)情報提供
（広報、看板等）

・ 交通量や工事による影響を視野に入れて工事を行なって欲しい。
・ 現場直前で車線規制誘導を行なっていては効果がない。
・ エリアごとに工事時間をずらすことで渋滞を緩和できないか。
・ 工事区間に交差点を含む工事では、誘導指示が有効になるように信号機表示を工
夫して欲しい。（点滅にする、など）

5件(4)工事の方法

・年度末のかけこみ工事は減っていないように感じる。
・道路に関して言えばまだまだ補修して欲しい箇所がたくさんあると思う。

19件(3)工事の時期、期間、頻
度

・休止中の現場を整理整頓して欲しい。3件(2)環境（騒音、振動等）

・ 並行する主要道路で同時に工事が行なわれると迂回できない。
・ 誘導員の指示がわかりにくい。迂回路を考えて誘導を行なって欲しい。

16件(1)渋滞(車線規制等)

Ⅱ．委員会ホームページについて

【　ホームページの意見投稿コーナーに投稿された主な意見　】



Ⅲ．工事縮減に向けた新技術・新工法
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１．路上工事縮減に寄与する舗装補修技術（事例）

①急硬性改質アスファルト乳剤混合物を薄く敷きならす工
法
②スラリー上のアスファルト乳剤混合物を薄く敷きならす
工法
③散布した瀝青材料の上に砂や砕石を被覆付着させる
工法

①マイクロサー
フェシング
②スラリーシー
ル
③チップシール

舗装路面の性能低下
を遅延させることを目
的として行なう維持工
法

３．予防的維持

　　工法

①下層用、上層用混合物を２層同時に舗設する工法

②加熱アスファルト混合物の温度を、通常より２０～３０℃
低下させて製造・施工する技術
③最大粒径を３０ｍｍ程度とした大粒径アスファルト混合
物を用いて、１回の施工厚さを１０～２５ｃｍとして施工
時間を短縮する工法
④型枠を用いないでコンクリート版を施工する工法

①２層同時舗設
工法
②中温化技術

③大粒径Ａｓ混
合物

④スリップフォー
ム工法

施工時間、養生時間
を短縮することによっ
て工期を短縮する技
術

２．工期短縮

　　工法

①表層にアスファルト混合物を用い、直下の層にセメント
系の版を用いた舗装

①コンポジット舗
装

従来の舗装よりも設
計期間を長期にとるこ
とで、補修の頻度や
内容を軽減することを
目的とした舗装

１．長寿命化

　　舗装

備考工法例技術の概要補修技術

※日本道路建設業協会資料

Ⅲ．工事縮減に向けた新技術・新工法
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２．２層同時舗設工法

【通常の工法】
○舗装を構成する２層の
アスファルトを、1層づつ
敷きならす。

【２層同時舗設工法】
○２種類のアスファルトを上下2
層で、あるいは１層を帯状で、
同時に敷きならす。
○複数の層を同時に敷きならす
ことで工期短縮が実現する。

【　２層同時舗設用機材のイメージ　】

Ⅲ．工事縮減に向けた新技術・新工法

アスファルトＢ

アスファルトＡ

アスファルトＡとＢを
同時に敷きならし。
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３．中温化技術

【中温化技術】
○舗装材の温度を、通常より２０～３０℃
低下させて製造・施工する技術
○施工時の温度が低いため、強度が得
られる温度へ低下する時間が短い。
○そのため、早く道路として利用できる。

中温化技術
適用

通常の混合物
使用

アスファルト温度

施工後の
経過時間

交通開放
可能温度

強度が得られる
温度に早く到達
＝早く交通が可能に

【　舗装材の温度変化に見る中温化の有効性　】

【通常のアスファルト舗装】
○舗装材を高温にして敷きならす。
○その後、所定の温度になるのを待っ
て、車両が通行可能になる。
○高温のままで車両が通行すると、わ
だち掘れなどの問題が発生する。

Ⅲ．工事縮減に向けた新技術・新工法

０

施工時の
温度が低い

150℃

125℃
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４．大粒径アスファルト混合物

【大粒径アスファルト混合物】
○大粒径（３０ｍｍ径程度）のアスファ
ルト混合物を用いて、１回の施工厚
さを２～３倍にして施工時間を短縮
する。（トータルで５０％の短縮）

【通常】
○一般的には、舗装材を
５ｃｍ程度の厚さで複数
回敷き慣らして道路舗
装を行なう。

Ⅲ．工事縮減に向けた新技術・新工法

【　大粒径アスファルト混合物を使用した舗装構造イメージ　】

※上図では、３層分が１回で敷きならされる＝施工時間が１／３近くに



Ⅳ．英国のレーンレンタル制度
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１．英国のレーンレンタル制度の種類

○英国には、道路補修工事と占用工事の両方について、レーンレンタル制度がある。

課金

ボー
ナス工事

実施
段階

工事業者
選定段階

・工期短縮分（予定工
事日数－実際工事日
数）に応じて付与

・工事期間に応
じて徴収

2002年

タイプ2タイプ1タイプ2タイプ1

・工期超過分（実際
工事日数－予定
工事日数）に応じ
て徴収

・工事期間に応じて徴
収

・工期超過分（実際工
事日数－予定工事日
数）に応じて徴収

・工事業者は予定工
事日数に応じた課金
額を見込んで工事価
格を入札
・発注者は工事価格
の最も安い者を落札
者として決定

・工事業者は工事価格
と工事日数を入札
・発注者は工事価格の
安さと工事日数の短
さの両面から査定し
て落札者を決定

工
事
期
間
短
縮
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ

2001年1985年1984年制度導入時期

占用工事レーンレンタル制度
（新たに法令を整備して導入）

道路補修工事レーンレンタル制度
（発注契約制度の一形態として導入）

Ⅳ．英国のレーンレンタル制度

【　工事期間短縮のインセンティブ比較　】
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２．日本と英国の道路占用制度比較

○

－

既設の管路の取替新規の管路埋設

×

○

地下空間
利用時

占用工事時

○英　国

○日　本

課金対象期間

占用許可

占用料徴収

工事

準備

管路の

埋設工事 道路地下空間の占用

占用期間の満了（更新）

管路の取替等工事

＜日本の占用工事の流れ＞

＜日本の課金対象期間＞

＜英国の課金対象期間＞

レンタル料
徴収

レンタル料
徴収

Ⅳ．英国のレーンレンタル制度

【　管路の例　】
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３．レーンレンタル制度（道路補修工事）

○工事業者選定、工事実施の二段階において、工事により発生する費用を考慮した、工期短
縮のインセンティブが用意。
○工事により発生する費用は、車両の速度遅延、車両運行費の上昇、事故率上昇、国の監
督費用から構成。

・国が管轄する高速道路、直轄国道等対象道路

・主に50万ポンド（約1億円）以上の大規模工事対象工事

・工事業者は工事日数に応じた課金額を見込んで入札
・入札額が最も低い者が落札

・工事業者は工事価格と予定工事日数を入札
・「工事価格」＋「予定工事日数差分※※」×「工事1日あた
りに発生する費用」が最も低い者が落札

工事業者
選定段階

工
事
期
間
短
縮
の
イ

ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
の
算
定

方
法

・従来の契約方式と比較して30％程度の工期短縮効　果

・90年代中ごろは幹線道路工事の70－80%に適用
・主にタイプ1のレーンレンタル制度が活用されている運　用

・道路工事1日あたりに発生する費用は、工事による①車両の速度遅延、②燃費の悪化や迂回による車両運行費の
上昇、③事故率上昇による費用をQuadroというソフトにより算定し、さらに国の監督コストを加算する。
・£20,000（約400万円）／日は超えないように運用されている。

工事1日あたりに発生
する費用の算定方法

課金

ボー
ナス

工事
実施
段階

対象者

・（「予定工事日数」－「実際工事日数」）×「工事1日あたり
に発生する費用」

・（「実際工事日数」－「予定工事日数」）×「工事1日あ
たりに発生する費用」

・（「実際工事日数」－「予定工事日数」）×「工事1日あたり
に発生する費用」

・工事業者
対　

象

タイプ2タイプ1

※1ポンド＝200円で換算
※※予定工事日数差分：当該入札者の予定工事日数－入札者中最短の者の予定工事日数

Ⅳ．英国のレーンレンタル制度

【　レーンレンタル制度（道路補修工事）の内容・効果　】
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４．レーンレンタル制度（占用工事）

○超過工事日数に応じて課金する制度（タイプ1）、工事日数に応じて課金する制度（タイプ2）
の二つが運用。
○課金額は、交通量の程度、道路の種類、工事の種類に応じて課金額があらかじめ設定。

・工期短縮の効果は見受けられない

・国は規則で課金上限額を定め、各道路管理者が道路の種類と工
事の種類に応じて課金額を設定
・試行中の2地区では、£50（約1万円）／日～£500（約10万円）／日

・道路の掘削を伴わない工事には適用されない。
・カムデン地区では軽微な工事（3日未満、長さが30m未満、車両交
通に利用できる走行路の幅を3m以上残す工事）には適用されない。

・カムデン地区、ミドルスブラ地区で試行実施

2002年

・占用事業者対象者

対　

象

工
事
期
間
短

縮
の
イ
ン
セ
ン

テ
ィ
ブ
の
算
定

方
法

・特に限定無し対象道路

・道路の掘削を伴わない工事には適用さ
れない。対象工事

・工期超過日数の割合は低下
・工期短縮の効果は見受けられない効　果

・国が規則で交通量と工事の種類に応じて
4分類の課金額を設定
・£100（約2万円）／日～£2,000（約40万
円）／日

1日あたり課金額

課金

ボー
ナス工事

実施
段階 ・「実際工事日数」×「1日あたり課金額」・（「実際工事日数」－「予定工事日数」）×

「1日あたり課金額」

2001年制度導入時期

タイプ2タイプ1

Ⅳ．英国のレーンレンタル制度

【　レーンレンタル制度（占用工事）の内容・効果　】



Ⅴ．今後の進め方
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１．路上工事縮減施策の展開状況① Ⅴ．今後の進め方

提言要旨 

 施策の柱 具体的施策 
平成１６年度の実施状況 

①道路工事の実施主体に交通工学の

専門家を加えた「道路工事マネジメ

ント改善会議」の設置 

②「道路工事マネジメント改善会議」

による住民・利用者への情報提供と

意見聴取および沿道の大規模開発

を含めたマネジメントの実施 

Ⅰ．協働の枠組

みの構築 
 

③「道路工事マネジメント改善会議」

の全国展開 

△ 

工事調整協議会を活用。 
東京２３区においては、大規模工事等につ

いて、有識者からの意見を伺う体制を検討

中。 

従
来
の
取
組
み
の
強
化 

①集中工事、共同施工、共同溝整備の

促進 ○ 従前からの取り組みを引き続き推進。 

②工事総時間を指標としたマネジメント 
○ 「路上工事時間」をアウトカム指標として

設定し、マネジメントを推進。 

③掘り返し対策重点エリアの推進と

エリアの明示 ○ 三大都市圏（東京２３区、名古屋市、大阪

市）において推進。 

④技術的工夫および技術開発の推進 
○ 全国の道路補修工事等において、新技術の

開発を推進。 

新
た
な
取
組
み
の
着
手

 
 
 

Ⅱ．マネジメン

トの強化によ

る道路工事の

縮減と交通へ

の影響の軽減 

⑤交通容量確保のためのソフト施策 
○ 従前からの取り組みを引き続き推進。 

 

○：実施中　　△：検討中
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１．路上工事縮減施策の展開状況② Ⅴ．今後の進め方

提言要旨 

 施策の柱 具体的施策 
平成１６年度の実施状況 

①工事渋滞軽減度に応じたインセン

ティブ／チャージの検討 △ 英国における取り組みについて、調査中。 

②企業別の工事渋滞の縮減貢献度の

表 ○ 
毎月の路上工事時間を集計・公表。 
東京２３区においては、企業別の路上工事

時間を公表。 
 （道路工事渋滞指数の構築）  

△ 
平成１５年度末の東京２３区における渋

滞状況をプローブカーで調査し、結果を分

析中。 

Ⅲ．占用企業者

へのインセン

ティブ付与 

③占用企業者による主体的な道路工

事広報等の実施 ○ 占用企業者による主体的な広報を展開（ホ

ームページやポスター等）。 
①リアルタイム路上工事情報提供シ

ステムの構築 ○ 全国の直轄国道において順次着手。 

②道路利用者の路上工事監視による

工事の改善 ○ 東京 23 区内において路上工事モニター
（Ｇメン）を設置。 

Ⅳ．利用者への

情報提供と監

視強化 

③企業名と工事理由が一目で分かる

工事看板の設置 ○ 「問合せ看板」とあわせ、東京 23区内で
試行実施。 

①年度末の使い切り型予算制度の見

直し ○ 平成１６年度予算から、修繕国債の設定基

準を緩和。 
②渋滞コスト最小の者が受注できる

落札方式の促進 ○ 全国の道路補修工事等で総合評価落札方

式による発注を実施。 

 

Ⅴ．道路管理者

自らの縮減強

化 

③補修工事を計画的に集中して実施

するエリアの設定 ○ 
掘り返し対策重点エリア等とあわせ、実

施。 
 

 

○：実施中　　△：検討中
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２．Ｈ１７年度以降の対応について

【　今後の対応（予定）　】

【Ｈ１６年度】

Ｈ１７／３月　 「年度末工事抑制」の実施

Ｈ１７／３／１５　 第６回委員会開催

【Ｈ１７年度】

Ｈ１７／　６月　 「Ｈ１６年度達成度報告書」及び「Ｈ１７年度業績計画書」とりまとめ

Ｈ１７／１２月 「年末ストップ」の実施

Ｈ１８／　３月 「年度末ストップ」の実施

　※「ユーザーの視点に立った道路工事マネジメントの改善委員会」は、取り組み状況
　　を踏まえて開催。

○平成１７年度も引き続き、路上工事縮減に向けて取り組みを推進する。

Ⅴ．今後の進め方


